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川　野　訓　志＊
もう一つの中規模店規制
―佐賀県における出店規制について―
1．はじめに
1970-80年代に大規模小売店舗法（大規模小売店舗
における事業活動の調整に関する法律）を根拠法とし
た様々な種類の地方自治体による出店規制が実施され
ていたことが知られている。
特に九州地域では7県全てで1970年代後半に出店規
制に関する条例や要綱が制定されていた。筆者は別稿
にて九州各県が出店規制に踏み切る契機となったと思
しき熊本県の事例を取り上げ，熊本県中規模店規制条
例が制定されるに至った経緯，その制定がもたらした
垂直的政府間関係への影響を検討した。
表1に示したように，熊本県での条例制定を受ける
形で他の九州各県が出店規制を進めていったことが読
みとれる。その中でも特に目を引くのは，熊本県と佐
賀県という最初と最後の県がそれぞれ条例を制定して
いることである。熊本県の条例制定の経緯については
既に拙稿にて検討したが，熊本県議会では委員会会議
録を公開していないため，県議会での議論に関するよ
り詳細な検討は困難であった。これに対し，佐賀県で
は県議会委員会会議録やその他資料が公開されている
ため，より立ち入った検討が可能であり，これら資料
を通じて当時の小売店舗規制の実体に迫ってみたい。
2．佐賀県の商業
（1）佐賀県小売業の概要
九州北部に広がる佐賀県は，東端を福岡県と接し西
端を長崎県と接しており，南の有明海を隔てて熊本県
と向き合っている。福岡県との境界には脊振山地があ
り，長崎県とも山がちの地形で遮られ，南部の有明海
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施行年月日 県名 条例／要綱 名　　称
1976年11月 1日 熊本県 条例 熊本県小売商業活動の調整に関する条例
1977年 3月 1日 大分県 要綱 大分県大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する要綱
1977年 4月25日 宮崎県 要綱 宮崎県中規模店小売商業活動調整指導要綱
1977年 5月16日 福岡県 要綱 福岡県中規模小売店舗対策要綱
1977年 7月11日 長崎県 要綱 長崎県小売商業活動の調整に関する要綱
1977年 8月 1日 鹿児島県 要綱 鹿児島県中規模小売店舗対策要綱
1977年 9月 1日 佐賀県 条例 佐賀県小売商業活動の調整に関する条例
表1　1970年代における九州各県の出店規制
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に面して筑紫平野が広がる地形となっている。県全体
として平野が広がり，人口も比較的県全体に分散して
居住している。
佐賀県には2004年に至るまで市は7つ存在していた
ため，これら7市について中心性指数によって県内商
業における各市の位置づけを検討してみたい。
1960年から1990年までの中心性指数の推移を見る限
りでは，佐賀市，唐津市，鳥栖市，鹿島市が地域商業
の中心地として位置づけられてきたものと思われる。
特に佐賀市の購買力の吸引は飛び抜けて大きく
1960-1970年には市の人口の約2倍の購買力を引きつけ
ていた。ただし，1970年以降は急速にその吸引力を落
としているのも目に付く。百貨店や中心商店街の集客
力に依存していた構造が郊外部の市町村で商業整備の
進展と共に崩れていったものと考えられる。2番目に
位置づけられる唐津市は，1970年に吸引力がピークに
達しその後は低下傾向にある。郊外開発による影響と
共に，福岡商圏との競争で劣位にたたされた可能性も
考えられる。
鳥栖市は，1980年に1をきるものの，基本的に1を超
え周辺部から購買力を吸引している。鹿島市はむしろ
継続的に購買力をより強く吸引しており，伊万里市や
武雄市にも共通してみられる傾向となっている。
逆に，多久市は継続的に中心性指数の数値を下げて
おり，購買力の流出傾向に歯止めが掛からない状況に
あることが示されている。
本論で特に問題となる1970-1980年代は，佐賀市，
唐津市，鳥栖市が吸引力を低下させ，一方，伊万里
市，武雄市はようやく購買力流入の方が多くなり始め
た時期に相当する。中小都市への出店が進んでいった
ことがこうした変化をもたらしたのかもしれない。
（2）佐賀県における購買力動向
佐賀県の場合平野が広く人口も分散していることか
ら開放的な市場構造となっており，他県の動向も考慮
に入れる必要がある。そこで，『昭和54年度　消費者
購買動向調査』を利用して，他県からの影響を見てみ
よう。1979年時点では福岡市や佐世保市への購買力流
出はやや減る傾向にあり，久留米市の影響力は横ばい
となっている。
年 佐賀市 唐津市 鳥栖市 多久市 伊万里市 武雄市 鹿島市
1960年 1.93 1.27 1.32 0.92 0.83 0.90 1.10
1970年 1.9 1.5 1.02 0.81 0.96 0.93 1.10
1980年 1.53 1.44 0.95 0.73 1.08 1.1 1.23
1990年 1.52 1.36 1.05 0.72 1.13 1.21 1.26
国勢調査及び商業統計表，各年度版
※ただし，商業統計表の1980年は1979年調査を，1990年は1988年調査を使用した。
表2　佐賀県内7市の中心性指数の推移
地元購買率 自　治　体　名
95 %以上 佐賀，唐津，伊万里
90～94 % 鹿島，嬉野
80～89 % 武雄，多久，白石
70～79 % 鳥栖，小城，神埼，牛津，呼子，大町
60～69 % 有田，三田川，基山，三根，相知，江北，福富，有明，太良
50～59 % 川副，大和，富士，浜玉，七山，巌木，北波多，肥前，山内，北方
40～49 % 諸富，東与賀，千代田，東背振，三瀬，中原，玄海，塩田
30～39 % 久保田，芦刈，鎮西
20～29 % 背振，北茂安
10～19 % 上峰
『昭和54年度　消費者購買動向調査』
表3　地元購買率の分布
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地元購買率の分布を見ると表3のようになる1）。
地元購買率の表を見る限り，市部については，上位
に位置する佐賀，唐津，伊万里，鹿島は県内における
主要な商業地と見なして良かろう。武雄，多久は
80 % 台，鳥栖は70 % 台とかなりの購買力を流出させ
ていることが分かる。嬉野や白石は郡部における商業
中心地になっているものと見られる。
流出先との関係では，表4のような結果が得られて
いる。
佐賀市の場合，近隣の佐賀郡，神埼郡はもとより小
城郡や多久市からも購買力の流入がある。唐津市も東
松浦郡から多く流入しており，伊万里市からも吸引す
る構造となっている。久留米市は，鳥栖市，三養基郡
からかなりの流入があり，佐世保市では伊万里市と2
町からの流入が見られる。
以上のように佐賀県では，佐賀市，唐津市が独立し
た商業中心都市としての地位を確立しているのに対
し，これら2市以外ではかなりの購買力を他都市に流
出させており，佐賀県の小売業の競争力の弱さが現れ
ている。
（3）大型店の出店状況
それでは，佐賀県における大規模小売店の出店状況
はどうなっていたのであろうか。
大規模小売店舗法が施行された1974年時点での佐賀
県内の大規模店は以下の通りである。
その後，1976年以降になると，佐賀市を初めとする
各都市や郡部に大規模店や中規模店が出店を行うよう
流出先 90 % 以上 70～89 % 50～69 % 30～49 % 29～10 %
佐賀市
東与賀，久保田，
大和，富士，神埼，
牛津
三瀬 多久，小城，諸富，
川副，千代田，江北
鹿島，三田川，
背振，芦刈，大町
東背振，白石，
福富，有明，厳木，
武雄，北方
唐津市
浜玉，北波多，
肥前，玄海
相知，呼子 伊万里，七山，
厳木，鎮西
久留米市 北茂安 鳥栖，中原 三根 基山，上峰 三田川，東背振
佐世保市 伊万里，有田，嬉野
『昭和54年度　消費者購買動向調査』
表4　購買力流出先の構成
店名（出店自治体） 階層 売場面積（㎡） 開店年 業態
玉屋 （佐賀市） 7階地下1階 8670 1930年 百貨店
ダイエー（佐賀市） 5階 5750 1972年 総合スーパー
日祐 （佐賀市） 5階 5035 1964年 総合スーパー
ユニード（佐賀市） 3階 3383 1967年 総合スーパー
南里本店（佐賀市） 4階 2026 1874年 総合衣料品店
ミヤコ （佐賀市） 5階 1815 1970年 総合衣料品店
まいずる（唐津市） 4階 2970 1957年 総合スーパー
大越 （唐津市） 6階地下1階 2850 1937年 百貨店
A コープ （唐津市） 1階 1650 1973年 総合スーパー
玉屋 （伊万里市） 4階 4300 1966年 百貨店
ユニード（伊万里市） 5階 9400 1974年 総合スーパー
A コープ （鳥栖市） 2階 1700 1971年 総合スーパー
丸栄商事（武雄市） 4階 7000 1974年 総合スーパー
すぎや （鹿島市） 3階 6600 1971年 百貨店
『佐賀新聞』1974年1月4日付
表5　佐賀県内の大規模店（売場面積1500㎡以上）一覧
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になる。このあたりの状況を佐賀市を例に取り検討し
てみよう。
佐賀市の場合，1960年代中頃から1970年代初頭の時
期に大型店の集中的な出店があったという2）。具体的
には，1964年の日祐（売場面積4600㎡）進出までは，
呉服町にあった玉屋と南里の2店のみであった。1966
年に玉屋が中央通りに移転（7300㎡）し，ユニード
（3300㎡）が1967年，1972年にダイエー（5250㎡）が
出店し，市内の大型店は5店舗になった。
第2次集中出店の契機となったのは，佐賀駅が高架
化に伴いそれまでより200m ほど北方に移転したこと
と考えられる。人口の増えていた市北部と南に位置し
ていた旧市街地との距離が離れたため，駅前地区が大
型店の空白地帯となり，1979年の西友（7200㎡）の出
店を呼び込むこととなったのである。西武百貨店ない
しは西友進出の噂は他の大規模小売業者を強く刺激
し，寿屋の進出（1979年，4400㎡，窓乃梅ショッピン
グビルとしては6100㎡）と玉屋の大幅増床（1980年，
13700㎡）につながるのである。また駅舎の新築に伴
い，駅構内に佐賀デイトス西館（1700㎡）が増設され
た。この結果，佐賀市内の大型店は9店舗になり，（第
1種）大規模小売店の売場面積は，44200㎡へと増加し
たのである。
佐賀県で出店規制を巡る議論が出てくるのはまさに
こうした集中出店と集中出店との狭間の時期であっ
た。ここで注意しておく必要があるのは，「狭間の時
期」という意味である。集中出店がないということは
大規模商業者の新規出店がなく競争が緩やかないわゆ
る「無風状態」であるが，それは水面下での商業者や
政治家等の動きもなかったことを意味するわけでな
い。次の大型店出店がどこになるのかを巡っての駆け
引きが激しく行われていたことは想像に難くない。
最後に，九州の主要都市における大規模店の出店状
況を見ておこう。売場面積1㎡当たり人口数の少ない
県庁所在地から見ていくと，宮崎市2.1人，大分市2.5
人，福岡市3.7人，熊本市3.8人，佐賀市5.8人，長崎市
6.4人，鹿児島市6.4人となる。西友と寿屋・窓乃梅の
出店，玉屋の大幅増床前の数値であることもあり，佐
賀市は比較的人口数は多く，逆に言えば出店余地のあ
る状況となっている。
この時期に市場に余裕があると見なされたことがそ
の後の大量出店につながるのであろうし，特に他県か
らの集中的出店は佐賀県の商業者からは抵抗感の強い
ものであったと思われる。また先にも見たように佐賀
表6　九州主要都市における大規模小売店舗進出状況
都市名
大規模小売店舗 大規模小売店舗シェア 1㎡あたり
店舗数 売場面積合計㎡ 売場面積 % 販売額 % 人口数
都城市 7 63,966㎡ 38.0 40.0 1.8
宮崎市 13 110,583㎡ 45.9 32.1 2.1
中津市 5 25,339㎡ 33.0 20.0 2.3
大分市 13 130,496㎡ 37.5 24.9 2.5
飯塚市 5 24,902㎡ 25.2 ― 3.0
久留米市 8 63,677㎡ 39.4 ― 3.2
福岡市 23 273,688㎡ 33.4 ― 3.7
熊本市 16 117,919㎡ 27.9 ― 3.8
大牟田市 9 39,897㎡ 27.8 30.0 4.2
佐世保市 8 56,535㎡ 32.5 27.0 4.4
延岡市 6 26,311㎡ 22.2 33.5 5.1
佐賀市 6 26,362㎡ 22.5 25.6 5.8
長崎市 14 69,873㎡ ― ― 6.4
鹿児島市 1 71,707㎡ ― ― 6.4
北九州市 20 165,387㎡ 23.5 28.1 6.4
『佐賀新聞』1976年10月6日付
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県には佐賀市と唐津市以外に独立した商業中心地はな
いに等しく，他の多くの都市・地域は県内・他県の有
力都市に購買力を吸引される構造となっていたため，
買回品等で大規模な小売業を成立させる市場とはなっ
ていなかったものと思われる。地域の消費者から見れ
ば，大規模小売店舗進出を歓迎する土壌があったとも
いえる。
3．熊本ショックから条例制定まで
1974年3月に大規模小売店舗法が施行されたのを受
けて佐賀県議会で大型店問題が取り上げられるのは，
1974年3月16日の産業委員会においてである。前日の
15日に伊万里市にユニードがオープンしたことから地
域の商業者・商店街等に今後どのような指導をするの
かと問われて，植田守昭経済部長は，商工会議所・商
工会等と協力して指導にあたりたいという原則的な立
場を取っていた。同月28日の本会議での産業常任委員
会報告では，「（大規模小売店の進出については）県が
先頭に立ってその進出阻止に努力するとともに，地元
小売り業者がその企業努力によって大規模小売り店と
同様の消費者サービスを行なうことが出来るよう，積
極的な行政指導を行われたい。」としており，県議会
の中では既にこの時期から警戒感が強く県当局により
積極的に大規模小売店問題に取り組むことを期待する
向きがあったことが分かる3）。
その後，大規模店進出に対する県の方針としては，
大規模店の地域商業への影響は様々であり一概には言
えないので，大規模小売店舗法の調整を実質的に担う
商工会議所・商工会の商業活動調整協議会（商調協）
に参与の形で参加することで調整の指導を行うという
のが大規模店への対処法として取られた。また基準面
積以下のミニスーパー問題については衆議院の附帯決
議に基づき商調協にて調整の可能性が検討され，小売
商業調整特別措置法に基づく調整や分野調整員による
解決，また調整だけでなく地元の中小商業者の体質改
善事業等も考えられると，石丸博己経済部長は説明し
ていた4）。
興味深いのは，1976年11月19日，山口県山口市湯田
温泉かめ福旅館にて開催された第68回九州地方知事会
議である5）。佐賀県追加提出の協議事項として「大規
模小売店舗における小売業の事業活動の調整につい
て」が議題として載せられている。佐賀県提出文に
は，「大規模小売店舗法による基準面積の引き下げな
どの措置を講ずることが望ましいと考えられるが，各
県における実情及びとるべき対策についてのご見解等
について承りたい。」と書かれており，九州他県の動
向をかなり気にしていたことが窺われる。さらに復命
書と共に綴られている協議事項の原文には，「本県に
おきましては，商工団体における商業活動調整懇話会
などの自主調整の動きがあるため，当面，その推移を
みきわめつつ，一方周辺の中小小売業者の企業体質の
改善，消費者に魅力ある商店街づくりを指導していく
ことなどの対策を考えております。しかし，先にも申
し上げましたように，中型小売店舗の進出により，紛
争が生ずるのは目に見えており，本県としては，『大
規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関す
る法律』の改正により，調整対象店舗の基準店舗面積
を1500平方メートル以下に引き下げるとともに，市町
村の人口商圏規模等により段階を設ける等の改善を図
り，法律上の調整を行なうことが最も適当と考えてお
りますが，各県の御意見を承りたいと存じます。」と
記されており，この段階でも中規模店対策のために大
規模小売店舗法の改正によって対処しようとしていた
ことが分かる。佐賀県経済部商業振興課の提案事項と
しては，さらに「地方公共団体の調整指導の位置づけ
を明確にすること。」と「大規模小売店舗審議会が意
見を聞く場合は，大規模小売店舗所在地の商工会議所
又は商工会のみではなく，相当の影響があると予想さ
れる周辺の商工会議所及び商工会，地区の意見を反映
させるため，例えば商工会連合会の意見を聴取するな
ど，しかるべき措置を講ぜられたい。」としており，
当時の出店調整が商工会議所や商工会の下で専ら行わ
れ県や市町村はオブザーバー参加に過ぎず，また出店
する地域の周辺からも意見を聞く広域調整的な仕組み
を作ろうとしていたことが読みとれる。
さらに九州地方知事会議は，26項目にわたる政府へ
の要望をまとめているが，その中に「大規模小売店舗
における小売業の事業活動の調整について」が含まれ
ており，地域の実情に即した基準面積の引き下げを求
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めている。
このように，当時の佐賀県は，政府による大規模小
売店舗法改正による基準面積の引き下げと共に都市規
模に応じた柔軟な設定を願いつつも，近隣他県の動向
を注視せざるを得ないという状況にあったものと思わ
れる。
1977年度になると，2億円融資枠となる大型店対策
事業費が予算項目に盛り込まれている。これは，商店
街による共同駐車場や各種共同施設を設置するにあた
り助成を行うという事業であった。また1500㎡以下の
大店法の適用を受けないスーパーについても商工会議
所や商工会によって調整作業を担う商業活動調整懇話
会に対して費用補助（120万円）を行うこととしてい
る。ただこうした動きに対して，『佐賀新聞』紙上で
は，法的根拠がないこうした取り組みでは調整能力に
ついて疑問があるとしている6）。県議会議員によって
は，大店法よりも許可制による距離制限の設定可能な
商調法の運用に期待をかける向きもあった。
前年の熊本県議会による中規模店規制条例の制定
は，佐賀県内にも影響を与え始めている。1977年3月
19日の定例本会議では武雄市でも同様の条例制定の動
きがあることが県議会議員より紹介されており，県当
局に対して条例制定の意向に関する質問が出ている。
これは，日祐の武雄市進出を巡り，武雄市議会議員7
区分 法律改正による調整 条例による調整 行政指導による調整 調整対象店舗面積
福岡
人口規模等に応じた基準
面積の改正（引き下げ）
に賛成
考えていない
・指導要綱の策定は考え
ていない
・衆議院商工委員会の附
帯決議による指導や小
売商業調整特別措置法
によるあっせん，調停
を実施したい
具体的に検討していない
長崎
人口規模等に応じた基準
面積の改正（引き下げ）
に賛成
同上
調整指導要綱は作成せず
ケースバイケースで調整
指導を実施したい
具体的には検討していな
いが300㎡以上が適当では
ないかと思われる
大分 同上 同上
調整指導要綱は具体的に
はまだ検討していない
おおむね300㎡以上が適当
と思う
宮崎 同上 同上
指導要綱の作成は考えて
いないが商工会議所等の
商調協に準じた機関で調
整するよう指導したい
具体的に検討していない
鹿児島 同上 同上
県 ， 商 工 会 ， 商 工 会 議
所，学識経験者等を構成
員とする対策協議会を設
置して調整するよう検討
中
同上（事務的な段階では
300㎡～500㎡程度以上が
適当ではないかと考えて
いる）
山口
原則的には人口規模等に
よる基準面積の改正（引
き下げ）に賛成であるが
これでも根本的な解決に
はならないので国の調整
指標の早期策定を望む
同上
商工会議所等の商調協に
よる調整にまかせたい
具体的な検討はしていな
い
九州地区
商工会連合会
人口規模等に応じた基準
面積の改正（引会連合き
下げ）を要望
法律改正までの間は県条
例による調整を要望
300㎡以上を調整対象とす
るよう要望
九州商工会議
所連合会
同上
法律改正までの間は小売
商業調整特別措置法の活
用を要望
1500㎡未満として要望
九州地方知事会資料　1976年11月17日
表７　九州各県の大型小売店等の事業活動の調整（店舗面積1500㎡未満のもの）
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名が「武雄市中規模小売店舗における小売業の事業活
動の調整に関する条例」案を提出したというもので
あった。同条例案は罰則こそないものの，熊本県に続
く九州で2番目の条例となることから注目を集めたの
である7）。しかし，石丸経済部長からは，政府部内で
地方自治体による出店規制条例に関する統一見解が出
ていない段階では，佐賀県の大型店対策は基本的には
中小小売業者及び商店街の体質強化・近代化によって
対応する方針であることが示されている。中規模店対
応としては商工会議所内に商調協に類似した機関を設
置し調整を図り，その調整が不調な場合には小売商業
調整特別措置法に基づく県知事による調停斡旋で対処
したいということであった。
こうした県当局の姿勢が大きく変わるのは，1977年
7月19日の本会議であった。梅山廣県議会議員が，「九
州各県でも条例化した熊本県をはじめ，福岡，長崎，
大分，宮崎各県もすでに指導要綱をつくり，売り場面
積三百平方メートルを底に小売店の調整を図っていく
構えであります。小さな地方都市しかもたない経済基
盤の弱い佐賀県が一番遅れておるということは，嘆か
わしい次第であります。」と述べた上で，政府の方で
は大規模小売店舗法改正が進められているが，それま
でに駆け込み出店が行われる可能性があるので早急に
県は条例等によって出店の歯止めを掛けるべきと県当
局を質したのである。
答弁に立った石丸経済部長は，本年度から中規模店
舗出店についても地元商工会・商工会議所において話
し合いをさせる指導を行い，その経費の一部を県が負
担する措置を執ったとしつつ，「県内におきまして一
部の市町村におきまして独自の規制を行うという動き
がございますので，この際一元的に指導ができるよう
指導要綱を検討いたしまして早急に制定したい」と述
べ，ようやく県による独自規制に乗り出す姿勢を見せ
たのである。それだけでなく池田直知事は経済部長発
言の直後に「条例等を制定するように御審議を願うこ
とも考えなければならん」とし「要綱にいたしまして
も私は相当厳しいものを考えていくのが現在の状況に
即応する」とし知事自身としては条例ないしはかなり
厳しい内容の要綱制定を示唆したのである。この知事
の発言を受けて，石丸経済部長は，熊本県条例に関す
る政府見解で示された問題点を指摘し，大規模小売店
舗法の枠組み内で中規模店指導の方向が検討されてい
ることと改正小売商業調整特別措置法の施行が9月に
迫っていることを挙げ，政府による本格的な取り組み
までの暫定的な措置として要綱制定を主張したのであ
る8）。
このように，県議会と県庁との間に中規模店規制を
巡って意見が異なっていただけでなく，県知事と経済
部長という県庁内部においてもかなり認識に相違が
あったことが窺われる。
こうした県の方針転換の背景には，7月23日に新聞
報道される，自由民主党と社会党の共同提案の中規模
店規制条例案があったものと思われる9）。本条例案
は，8月4日より始まる8月臨時県議会で集中審議され
る。この臨時県議会では，自民党議員団（県議会議員
42名中32名）より提出された「佐賀県小売商業活動の
調整に関する条例（案）」が議題となっており，参考
人の意見聴取を行う特別委員会を含めて4日間（会期
としては5日間）となっている。
本条例案の概要は次の通りである。第1条の目的で
は，「消費者の利益の保護に配慮しつつ，中規模小売
店舗における小売業の事業活動を調整することによ
り，その周辺の中小小売業の機会を適正に確保し，小
売業の正常な発達を図り，もって地域経済の健全な進
展に資すること」としている。中規模小売店舗とは，
飲食業を除く小売業の店舗面積が300㎡以上1500㎡未
満のものを指している。建築主・小売業者は工事着手
4ヶ月前までに知事に必要事項を届け出なければなら
ず，その内容は学識者，小売業者，消費者からなる小
売商業活動調整審議会において調査検討される。知事
は，開店日，店舗面積，閉店時刻，休業日数について
勧告や命令を行うことができ，届出を行わないあるい
は命令に従わない場合は地方自治法の定める上限であ
る10万円以下の罰金を科すものとしている10）。
こうした条例案を提出した理由として，条例制定を
求める請願が佐賀県商工会連合会等から提出されてい
ること，九州各県で既に条例・要綱が制定されており
佐賀県が出店の「穴場」になりかねないこと，大店法
の改正を控えて駆け込み出店が見込まれること，など
があると説明している。特に条例にこだわった理由と
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しては，要綱を制定した他県では余り機能していない
という情報があったからだという。
条例案を巡る議論の中で焦点となったのは議会運営
を巡る問題を除けば，①消費者利益確保の問題，②
300㎡という規模が中小小売業者の発展の足かせにな
る可能性，③条例案が突然提出されたことに対する唐
突感，④佐賀県当局がこれまで要綱・条例制定に踏み
切らなかった理由，等であった。
①消費者利益を巡っては，条例案提出者側は中規模
店進出により地元の中小小売業者が不況も相まって衰
微していけば小売市場の寡占化をもたらし消費者利益
を害することになる点を強調しており，大・中規模小
売業者と小規模小売業者とでバランスのとれた適正な
競争が行われることを重視している。
野党議員からは中規模店がもつ魅力やサービスの向
上をどうやって既存の地元商業から引き出すのかとい
う論点を軸に据えていた。しばしば「無秩序な出店」
と表現されるが進出する中規模店側は出店地域を調査
研究した上で進出を決定するはずであり，そこには既
存商業者の行き届かない点が存在しているからであ
り，そうした競争が行われることにより消費者はより
豊かな消費生活を送れるというのである。実際，商品
購買調査では既存小売店の品揃えや営業時間に不満を
抱いていることが示されており，中規模店の進出とそ
れによる既存店のさらなる営業努力こそがこうした不
満を解消するとしている。またたとえ条例が施行され
てもこうした不満を消費者が抱き続ける限り中規模店
の進出は続くであろうし，それだけに既存小売店の体
質強化が必要なのだとしている。
これに対して提案者側はたとえ中規模店の進出を排
除したところで，それまでの買い物環境が保たれると
いう意味で実態に変わりがないのだから消費者利益が
損なわれることはない。既存商業者は今も激しい競争
の中で精一杯の営業努力をしており，結果として地域
商業者と消費者とは共存関係にある。そういった点か
らは消費者利益だけではなしに，地元の事業者が生き
ていく方策も合わせて考えねばならないとしている。
②中小小売業の足かせというのは，地元商業者が成
長し中規模店レベルに達した際，本条例により他県か
らの進出業者と同様に規制を受ける可能性に関してで
あり，大規模小売店舗法における「おそれあり・おそ
れなし」の規定に相当する。特に野党議員が強調して
いるのは，新たな団地や宅地開発が行われた際に併せ
て整備される商業施設に入居しようとした際，条例が
経営内容を制限してしまうのでないかという点であっ
た。
本条例案が可決された場合，佐賀県内では大規模小
売店舗法に基づく1500㎡以上の規制と中規模店条例に
基づく300㎡以上の規制という2つの基準面積が併存す
ることになる。それぞれ調整による面積削減率に濃淡
はあれ，大規模小売店舗法に基づく調整では1500㎡に
限りなく近づけるよう削減が行われるであろうし，も
う一方の条例に基づく調整では300㎡にできるだけ近
づける申請面積の削減が行われるであろう。その結
果，地元の中規模企業は県外から進出してくる大規模
小売企業の後塵を拝し続ける結果にならないか，こう
した疑念が強かったのである11）。
与党側は大小の問題は相対的なものに過ぎず執行部
や審議会の配慮により地元商業者の発展を阻害しない
ような運用は可能であるとしている。300㎡という基
準は各県の条例・要綱に倣ったのと，県内で町村に出
てくるのが300㎡からでありそれより大規模な出店案
件は佐賀市内に限られることからだという12）。
③条例案の提出を他の会派への事前説明もなしに
行った点については，自民党議員団では中規模店問題
について過去2年余りの間調査研究を続けてきたので
あり，本条例案はその研究成果であるとの説明であっ
た。このタイミングで条例案の提出に動いたのも他県
での条例・要綱整備による他県資本の進出が激しく
なったことと大店法改正の合間を縫った進出に備える
ためだという。また社会党にも共同提案を呼びかけた
が，賛同を得られなかったという。
④宮崎茂議員によれば，6月22日現在で条例制定を
行っていたのは全国で1県11市町村，指導要綱は19都
県22市町であったという。従って佐賀県の条例案が可
決すれば県レベルでは熊本県に次いで第2号となる。
敢えて指導要綱作りに乗り出さなかった当局の意向は
いかなるものであったのか，という議論があった。
こうした疑問に対し池田知事はできるだけ早く指導
要綱等は作るべきと考えていたが企業同士の自主的な
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話し合いで調整が円滑に済んでおり特に県が乗り出す
必要性も感じていなかったと答弁しており，今回自民
党からの条例案提出を受けて指導要綱策定は見送るこ
とにしたという。さらに石丸経済部長は，佐賀県にお
ける最初の中規模店問題となったのは1975年11月の日
祐の白石町進出であったとし，1976年後半から進出が
相次ぐようになったとしている。そのため，県として
も自民党の商工関係議員懇話会，商工会連合会，商工
会議所等と相談し，商工会連合会に商業活動調整懇話
会を作り中規模店についても自主的に調整を行う仕組
みを作り，今年3月からは調整活動に対して補助金を
支出するようにしており，その後要綱制定の検討に
入ったとしている。そうした点から，県としても中規
模店への対応は進めてきており指導要綱制定に踏み切
ろうとした段階で，議員による条例案提出が一歩先ん
じたのだという説明であった13）。
こうした議論の後，同条例案は自民党13人，社会党
3人，諸派県会議員から構成される特別委員会に付託
され審議される。特別委員会での議論のなかで，横尾
正二議員は次のような発言をしている。「佐賀県はこ
ういう条例が出たんだということを意識していただく
ところにですね，一つの意味があるだろうと。佐賀県
に行くと条例があってガタガタするかもわからない
と，それよりも同じ都市に進出するならば，佐賀より
もここがいいじゃないかといったようなですね，そう
いうふうな一つの事前規制というものが起こるであろ
うと，そのことを私は一つは期待をいたしておりま
す。」また，申請が出されてから出店までの時間が調
整作業によって伸びることで地元業者・商店街が対抗
策を検討する時間を得ることができるとも述べてい
る。このように条例という社会的にインパクトのある
規制手段を使うことで，出店業者が出店先候補として
の検討を鈍らせるある種のシグナル効果を狙う意図が
あったことを述べている14）。
特別委員会では，佐賀県議会では17年ぶりとなる8
名の参考人を招致し意見聴取を行っている。参考人の
意見では，早期に厳格な条例制定を求める積極的な意
見から，条例が「ザル法」化するのでないかあるいは
指導要綱にとどめるべきといった消極的な意見まで出
るが，特に反対する意見は出ず，条例案に賛成する方
向での意見となった。特に注目されるのは，商圏範囲
と市町村の行政区域とが必ずしも一致しないことから
日付 出　来　事
2月17日 寿屋，小城店開店
3月 8日 大越別館「リーフダイコシ」（3430㎡，唐津市）開店
4月20日 伊万里玉屋（8300㎡）増築開店
5月 1日 主婦の店「ハロー」（1480㎡，佐賀市）開店
5月14日 武雄市「中規模小売店舗における事業活動の調整に関する条例」施行
 17日 ユニード，有田町出店表明
6月25日 大町町「中規模小売店舗における事業活動の調整に関する条例」施行
 29日 日祐武雄店開店
7月 1日 鳥栖市商店街，寿屋出店問題を巡り半日ストライキ実施
 20日 まいずるナイン（1485㎡，唐津市）開店
8月 8日 西友，佐賀商工会議所に出店計画（16560㎡）を提出
 12日 寿屋，佐賀市出店表明（窓乃梅ビル全体として6930㎡，佐賀市）
9月 1日 「佐賀県小売商業活動の調整に関する条例」施行
11月 3日 窓乃梅，多久市出店表明
 5日 主婦の店，多久市（990㎡），三田川町への出店表明
 30日 寿屋，天佑店（1480㎡，佐賀市）開店
12月 1日 佐賀デイトス（1400㎡，佐賀市）開店
 28日 佐賀玉屋，増築計画（14490㎡，佐賀市）表明
『佐賀新聞』1977年12月28日付
表8　佐賀県における1977年の出店関連の出来事
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県条例に期待する声があったことである15）。
こうした特別委員会での検討を経た後，8月8日，同
条例案は臨時県議会において全会一致で可決されるの
である。同条例は，9月1日に施行される16）。
佐賀県中規模店条例が提案施行されるのは1977年で
あるが，この年は大規模店の出店が激化した年でもあ
り，表8に主要な出来事を示した。
4．条例から要綱へ
県条例施行を背景として，県条例で規制対象となる
売場面積300㎡以上1500㎡未満に関する初めての調査
が佐賀県商工会連合会と佐賀県商工会議所連合会に
よって実施されている。それによれば，中規模店は県
全体で140店舗（市部104店舗，郡部36店舗），そのう
ち約半数に当たる68店舗（市部42店舗，郡部26店舗）
がスーパーであることが分かった。自治体別に見る
と，佐賀市44店舗，唐津市29店舗，伊万里市9店舗，
武雄市7店舗，鳥栖市6店舗となっている。佐賀県全域
で出店が行われていると共に，都市部での出店が多い
ことも分かる17）。
1978年，大規模小売店舗法は改正された。従来の大
規模小売店舗は売場面積1500㎡以上とされていたの
が，500㎡を超えるものと大幅に基準面積が引き下げ
られたにとどまらず，新たに大規模店に含まれる1500
㎡未満500㎡超の範囲の出店案件は県知事の調整権限
の下に置かれるようになった。こうした見直しは，熊
本県に始まり各地で行われた地方自治体による条例や
要綱に基づく中規模店規制の撤廃を狙って行われた規
制強化と捉えることができる。
こうした政府の動きを受けて，佐賀県議会では次の
ようなやりとりが行われている18）。質問者は横尾議員
であり，答弁は石丸経済部長である。大店法改正によ
り基準面積が500㎡まで引き下げられたので300㎡から
規制をしている県条例は不要なのでないかという意見
があるが，県議会での県条例策定過程においても300
㎡案と500㎡案とで議論を行ってきたことをふまえれ
ば，直ちに条例の必要がなくなったと考えることはで
きない。むしろ，300㎡以上を今後どのようにチェッ
クしていくかが問題となるのであり，県経済部はその
ための規則や要綱を制定するのかという質問であっ
た。これに対して，300㎡以上500㎡以下の案件といえ
ども立地場所，業種業態，資本力等によっては周辺の
中小小売業に悪影響のある場合があるため，調整につ
いては残す方向で考えるとし，その方法としては小売
商業調整特別措置法の利用も一法であるが，制定経緯
をふまえれば指導要綱について検討したいと述べてい
る。
1979年3月6日には，大規模小売店舗法改正と小売商
業調整特別措置法改正を受けて，佐賀県の中規模店条
例を廃止する議案が提出される。本案に対して，社会
党の山崎貞一議員は，各会派が満場一致で条例制定に
賛意を表したにもかかわらず，廃止後に定められる要
綱については議員への配布説明もないことに不満を述
べている19）。
その後，1979年5月21日付で佐賀県小売商業活動の
調整に関する指導要綱が制定される。ただ，その後，
本要綱に対しては県議会では3件程度しか指導対象と
しておらず，余り活用されていないのではないかとい
う指摘が行われている20）。
条例提案者が危惧したように，政府による大規模小
売店舗法強化の動きは大規模小売業者に駆け込み出店
を選択させたのは確かなようである。1979年12月時点
での県内の第1種大規模店19店舗中5店舗が1年以内に
出店しており，しかも進出計画が9店舗，増床予定が3
店舗となっており，結果として出店規制強化が出店促
進として機能していたことが分かる21）。
1981年になると，佐賀県議会は鈴木善幸内閣総理大
臣と田中六助通商産業大臣宛に「地方における大型店
進出調整の強化に関する意見書」を提出している。主
たる主張は，中小地方都市においては大規模小売店舗
法の調整対象面積を300㎡まで引き下げることと，「系
列型大規模小売店」については県全体での当該系列の
全ての店舗の総面積による総量規制をすべきである，
というものであった22）。当時，熊本の寿屋が佐賀県内
各地に出店をしており，各地で紛争を引き起こしてい
たことに拠る規制であろうと考えられる。こうした地
域によって基準面積を変え，系列店については県単位
で総量規制を掛けるという発想は既に，1981年7月8日
の産業委員会における横尾議員の発言に見て取れる。
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当時寿屋は佐賀県内に7店舗，総面積18,319㎡に達し
ており，県内小売業者をしのぐ多店舗展開ぶりである
としている23）。特に寿屋の出店方法は，県庁所在地に
は余り出店せず周辺の中核都市に一番店として出るこ
とで，「土地や顧客の獲得が比較的たやす」くなると
いうメリットを狙ったものと思われる24）。
こうした県外の大規模小売業者による出店は新たな
動きを呼び起こすことになる。1982年12月17日の産業
常任委員会において，横尾議員より県外からの出店状
況についての質問がなされており，その中で隣接する
福岡県がミニ店舗の出店規制を実施していることが紹
介されている。具体的には，資本金1000万円以上，常
時雇用者50人以上，1500㎡以上の店舗を有する小売事
業者については，大規模小売店舗法の基準面積未満の
500㎡以下の出店であっても調整対象とするという指
導要綱を策定し12月1日より施行したのである。こう
した県議会議員からの指摘に対して，西山経営指導課
長は，佐賀県要綱の「店舗面積主義」と福岡県の「企
業主義」という規制における考え方の違いはあるもの
の，早急に佐賀県の実情に沿った規制策を検討すると
答えている25）。
こうしたやりとりを経て1983年4月に再び指導要綱
は改正される26）。背景にあったのは，前年2月以降実
施された通産省による大規模小売店舗法の運用強化で
あった。特定小売企業への個別指導とある程度出店が
進行しているあるいは小規模自治体に対して出店抑制
を行うという2つの規制強化措置によって，500㎡超の
出店届出は大幅に減ることとなった。これを受けて，
300㎡以上500㎡以下を対象としていた指導要綱を改正
し，300㎡未満での出店に関しても大企業の場合には
調整対象とすることとしたのである。このようにして
店舗規模だけではなく，企業規模についても考慮に入
れて，出店調整が実施されるようになったのである。
5．まとめ
（1）佐賀県における独自規制の変遷
それでは，紆余曲折のあった佐賀県の店舗規制を簡
単にまとめてみたい。
佐賀県の場合，県当局も県議会も目指していたの
は，大規模小売店舗法では出店基準を1500㎡で一律に
規制しているが，小都市の多い佐賀県には適切とはい
えないので，基準面積を引き下げたいということで
あった。最大規模の佐賀市でさえ，近隣に位置する福
岡県久留米市よりも人口，商圏規模がともに小さく，
その他都市は一層小規模で顧客吸引力という点で中心
性を確保できているとは言い難い状態であった。佐賀
県の都市構造からすると，1937年の百貨店法以来続い
てきた基準面積の設定が過大であり基準面積の引き下
げが必要と考えられたのである。さらに県当局は都市
規模に合わせて異なった基準面積を設けるのが好まし
いと考えていた。
こうした中で県議会議員の間からは条例や要綱の制
定による規制を求める声が挙がっていたが，県は基本
的に商店街等に魅力ある商業活動を行わせ競争力を付
けさせることを優先していた。ただし，そのような振
興策を軸としつつも，他県での独自規制の動向につい
て情報収集を行っていた。
熊本県条例の成立，各県での指導要綱制定，武雄市
と大町町での条例可決といった出店規制の機運が高ま
る中で，議会で圧倒的多数を握る与党議員団が条例案
を提出可決したのである。
だが，まもなく行われた大規模小売店舗法改正によ
り，成立した条例はその役割の多くを改正法に奪われ
出店指導要綱に姿を変えることとなる。
その後，コンビニエンスストアチェーンの進出が始
まると，単に店舗面積だけではなくて，企業規模を問
う規制が行われるようになったのである。
（2）熊本県の場合との比較
熊本県での条例制定と佐賀県における条例制定とを
比較すると，共通点と相違点があることが分かる。
共通点としては，①条例案が県議会議員の手で作ら
れ，議員立法の形で成立していること，②県当局は独
自規制に乗り出すことに対して消極的であり，商店街
活性化といった振興政策により対応しようとしていた
こと，③大規模小売店舗法が改正され500㎡まで基準
面積が引き下げられると直ちに条例は廃止され要綱に
なったこと，である。
相違点としては，佐賀県は条例制定の直前まで独自
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規制の姿勢を見せなかったものの，九州地方知事会議
に見られるように何らかの出店規制方法を模索してい
たこと，②県外資本に対する警戒感が強かったこと，
③福岡県の影響と思われるが，佐賀県では要綱の中に
企業規模基準を導入することでコンビニエンスストア
のような小規模店も規制する仕組みを取り入れたこ
と，が挙げられる。
共通点の②は，当時県レベルでの条例による規制は
なく，こうした自治体規制に対して通産省は違法の疑
いありとしていたことから，独自規制に二の足を踏ま
ざるを得なかったと思われる。さらに消費者調査等で
地元商業者の努力があまり評価されていないというの
であれば，一層出店規制よりも振興策による活性化，
という発想が強まったと思われる。
共通点①は，②の動きの鈍い行政組織に対して，事
業者と接する機会が多く選挙対策も考えなければなら
ない政治家としての危機感から出てくるものであろ
う。政治家という点では佐賀県知事も議員による条例
案提出の直前になって県当局による条例作成に踏み込
む発言をしているのは，リップサービスとしての意味
もあるのかもしれないが，政治家として似通った思考
をしていた可能性が考えられる。経済部長の方が行政
担当者として慎重な態度をとり続けているが，通産省
からの出向者であることを考え合わせれば，本省が違
法としている条例に踏み込むことはあり得ない選択肢
であったものと思われる。
（3）熊本条例の影響
熊本県での条例成立は，2つの経路で佐賀県の条例
成立に影響を与えたものと思われる。
一つは直接的に佐賀県議会議員に与えた衝撃であ
る。もう一つは，熊本県の条例の影響を受け，九州各
県が要綱レベルとはいえ独自規制を行い，さらに佐賀
県内の武雄市と大町町とで条例が可決されたことであ
る。
各自治体の動きを経由した間接的な影響の方が影響
としては大きかったと思われる。その理由は，まず熊
本県1県のみの例外的な動きではなく，佐賀県関係者
と同様な立場にある各県の政策担当者が検討の末同じ
結論に達したという例証となったからである。次に各
県で独自規制が成立していけば，県議会での議論にも
あるように，佐賀県が出店容易な地域と見なされる可
能性が強く集中的な出店が行われる可能性が高まる。
さらに県内の市と町で条例が成立するとなると，それ
以降県内市町村で次々と同様の規制が成立してくる可
能性がある。
となると，2つの問題が生ずる。一つは，県レベル
の場合と同様に独自規制を行う市町村と行わない市町
村との違いであり，規制しない市町村に大量出店が予
想できる。特に市町村の場合，範囲が狭いこともあ
り，規制されていない市町村に出店したとしても規制
している市町村の購買力を吸引することができるかも
しれない。こうなってくると，規制しない市町村に対
する批判が，市町村間の政策の違いを放置している県
への批判に転化しかねないことが考えられる。
もう一つは，県内各地で出店規制を実施するように
なると，県の役割が自ずと問われるであろうというこ
とである。市町村レベルでは条例や要綱によって自衛
しようとしているのに県は何もしてくれない，といっ
た批判が起こる可能性がある。
こうしたことから，熊本県条例の影響を直接的・間
接的に受け，佐賀県条例は成立している。ただ，これ
ら2つの条例は罰則付きという点以外ではあまり似て
いない。佐賀県条例は，第1条が如実に示すように大
規模小売店舗法を下敷きとしているのは明らかであ
る。この辺りが野党議員から拙速な条例案提出と批判
される所以でもあったのであるが，なぜこうした形式
をとることになったのか，今後の検討が必要であろ
う。
（4）その他
出店規制以外で佐賀県と熊本県の違いを考えた場
合，大規模店出店を巡る混乱の程度と地元小売業者の
出店能力がある。
出店条例そのものは大規模小売店舗法の規制対象外
となる中規模店に対する規制であるが，大規模店の出
店状況と密接な関係があり，大規模店出店の混乱が激
しい場合中規模店への規制が進む傾向がある。熊本県
はダイエー出店を巡り全国的にもよく知られた紛争を
経験しているのに対し，佐賀県は比較的少なく1976年
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に西友進出が動き出した際玉屋が大幅増床を行おうと
して混乱があった程度である。佐賀市では大規模店の
多くは中心商店街に立地し集客の核となったことも比
較的共存が可能となった点であろう。
こうした点から言えば，佐賀県条例は県内部での出
店を巡る激しい紛争の中から生み出されてきたという
よりも，熊本県を始めとした他地域での紛争やその結
果としての出店規制の影響を受けて成立した「受け
身」的な条例と考えることができよう。
もう一つ，熊本県の特徴は，寿屋やニコニコ堂と
いった九州各県に店舗展開を行うような有力小売業者
がいたことである。こうした状況であるから熊本県の
議論では他県資本を規制するという発想は出てこな
い。
逆に県内小売資本に県外で多店舗展開するような業
者に恵まれなかった佐賀県では，店舗規模だけでなく
企業規模も規制基準に組み込んだ要綱が1980年代に作
られていく。この要綱であれば，中規模店のみならず
コンビニエンスストアでも大量出店するような県外の
大手チェーンは規制対象となる。当初の出店規制を巡
る議論にあった小規模都市の商業にふさわしい出店規
制づくりという視点は佐賀県の場合，こうした形で残
り続けたと見るべきであろう。
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